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　今、地方自治体を取り巻く環境は大きな変化の中にあります。

　地方分権改革の推進や人口減少化社会の到来、社会経済活動や環境問題

などのグローバル化など大きな時代潮流の中で、これまでの自らのあり方

を見直し、新しい自治体像を構築していくことが求められています。

　かつて小さな漁村に過ぎなかった浦安は、首都東京に隣接した恵まれた立地条件と公有水面埋立事業に

よる市域の拡大により、個性ある良好な住宅都市として大きな発展を遂げました。今日、全国的な知名度

を誇り、様々な調査において行政サービスに対する高い評価を得られるまでに発展したのも、戦後の都市化、

工業化という大きな時代の流れの中で、一大ピンチをチャンスに変えた公害事件を機に、今まで人々の生

活を支えた漁業権の放棄と埋立事業からはじまる新しいまちの建設という先人たちの大きな決断とたゆま

ぬ努力があったからに他なりません。

　しかし、約 40 年に及んだ埋立地における新しいまちを建設する時代も新町地域の一部を残すだけと

なり、開発から成熟へとまちづくりの視点を新しい段階に移行していくことが必要です。

　これまでの浦安のまちづくりを踏まえながら、「住みやすいまち」から「住みがいのあるまち」へ、

市民がまちをつくり育む時代へという新たな時代認識のもと、今後も本市が持続的に発展していくため

の計画として、また、来るべき将来に備え市民と行政による自治体経営の基礎を築くための計画として、

第２期基本計画を策定しました。

　策定にあたっては、「多様な主体によるまちづくり計画」をテーマに掲げ、206 名の市民委員をはじめ、

学識者や市職員からなる「浦安市民会議」を組織し、１年１か月にわたる議論を重ねた結果として、ま

ちづくりへの熱い思いの詰まった提言書をいただきました。

　私は、この提言を最大限尊重しながら第 2 期基本計画に反映させるとともに、市職員と一丸になっ

て全力で実現していく決意です。

　
　また、市民や地域と行政の協働なくしては、この計画を推進していくことはできません。今後も様々

な場面で、市民の皆様と一体となって、「人が輝き躍動するまち・浦安」の実現に取り組んでまいりま

すので、市民の皆様のご理解とご協力をお願い申し上げます。

　計画策定に至るまで、浦安市議会をはじめ、市民会議にご参加いただいた 206 名の市民委員の皆様

やご助言いただいた学識者の方々、浦安市基本計画審議会の委員の皆様など、多くの皆様のご協力に改

めて心から厚く御礼申し上げます。

　　平成 20 年 7 月

第2期基本計画策定にあたって

浦安市長
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計画作成の前提

　浦安市は、恵まれた立地条件と公有水面埋立事業による行政面積の拡大を背景に、東京湾岸ゾーンの

魅力ある都市としてめざましい発展を続けてきました。

　明治 22（1889）年、堀江、猫実、当代島の３村が合併し浦安村が誕生しました。以来、明治 42（1909）

年の町制施行、昭和 56（1981）年の市制施行を経て、今日に至っています。

　昭和 37（1962）年に漁業権の一部放棄を決定し、昭和 40（1965）年には第一期埋立事業が始まり

ました。さらに、昭和 46（1971）年には漁業権が全面放棄され、翌昭和 47（1972）年から第二期埋

立事業が始まりました。こうした埋立事業の展開にあわせて、昭和 48（1973）年に浦安町総合開発計

画を策定し、埋立地の開発による都市化の方向性を示しつつ、計画的に都市の基盤整備と都市開発を進

めてきました。

　そして、昭和 56（1981）年の市制施行を経て、昭和 59（1984）年、浦安市政の基本方向を示す浦

安市基本構想を策定し、まちづくりの基本目標を「緑あふれる海浜都市」と定め、「人権の尊重」、「地

域の連帯」、「自立の精神」を基本理念として、若さあふれる美しい計画的な都市開発へと展開してきま

した。

　さらに、ハードなものづくりとしての都市開発が軌道に乗った平成 11 年には、「人間尊重のまちづ

くり」、「市民と行政が協働するまちづくり」、「地域の個性を育むまちづくり」を基本理念として、「もの」

から「こころ」へ、また「ハード」から「ソフト」へと浦安市のまちづくりの基調を転換し、「一人ひ

とりの市民」が主役のまちづくりを進めていくため、「人が輝き躍動するまち・浦安」をまちづくりの

基本目標とする新たな基本構想を定めました。

　この基本構想のまちづくりの基本目標には、「市民が自主性や創造性を発揮し、個性ある文化をつく

り出すことのできるまち」、また、「市民の暮らしに多様な選択可能性が広がり、豊かな暮らしを実現で

きるまち」という、これまでにもまして市民一人ひとりの「個性」が生き、そしてその能力と創造性を

十分に発揮することのできる「活力」のあるまちの姿が込められています。

　また、このまちづくりの基本目標の実現に向けて、長期的な視点に立ち、次の５つの都市像を設定し

ています。

第1章

1　生き生きと暮らせる心のかよう健康福祉都市

2　創造と交流で築く市民文化都市

3　水と緑に囲まれた快適環境都市

4　利便の高い暮らしを支える安全都市

5　多様な機能が生み出す魅力あふれる産業都市

計画策定の経緯1
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　この基本構想に掲げるまちづくりの基本目標と５つの都市像の実現をめざし、平成 13 年度を初年度

とする第１期基本計画を策定し、計画的に質の高い居住環境を持つ都市づくりを進めるとともに、様々

な人々が生き生きと安心して生活できる地域社会づくりに取り組んできました。

　今回、第１期基本計画の策定から、第３次実施計画が終了する平成 20 年度で、計画期間の８割を過

ぎることや、この間、地方分権や三位一体の改革の進展、新町地域の開発の終息が間近に迫っているこ

となど、浦安市のまちづくりを取り巻く状況が大きく変化していることから、基本構想に掲げた基本目

標や将来都市像のさらなる実現に向け、新たな 10 ヵ年の基本計画（第２期基本計画）の策定に取り組

むものです。

（１）第１期基本計画の達成状況と残された課題

　第１期基本計画は、平成 11 年に議決された基本構想の５つの都市像の実現に向け平成 13 〜 22 年

度を計画期間とする 10 年計画として策定し、「子ども」「安全・安心」「環境」「水辺」「元町」「情報化」

「市民主役」の７つをキーワードとする「まちづくり重点プラン」を設定しました。

また、第１期基本計画では、計画期間を３年とする実施計画を３次にわたり策定し、計画を推進してき

ました。

　第１次実施計画（平成 14 〜 16 年度）では、重点プランを中心に約 140 事業（計画事業費約 240 億円）

を位置づけ施策や事業を推進しました。第２次実施計画（平成 16 〜 18 年度）では、特に少子高齢化

の到来や安全・安心を意識し、子育て支援や教育環境の整備、介護や福祉、防犯対策などに配慮した計

画として、約 150 事業（計画事業費約 305 億円）を位置づけました。

　第３次実施計画（平成 18 〜 20 年度）では、第２期基本計画の策定を視野に入れながら、第１期基

本計画の総仕上げとなる計画として、「個人・地域」「こども」「元気・健康」「豊かな日々」「安全・安心」

の５つをキーワードとした重点的に取り組むべき課題を設定し、継続して取り組んできた事業の完成を

図るとともに、第２期基本計画につながる計画として約 140 事業（計画事業費約 220 億円）を位置づ

けたところです。

　浦安市のまちづくりを第２期基本計画につなげるにあたり、第１期基本計画における取り組み状況と

第２期基本計画に引き継ぐべき課題について以下のとおり、都市像ごとに整理しました。

 ①「生き生きと暮らせる心のかよう健康福祉都市」の実現に向けて　

　市民が生涯を通じて、心身ともに健康で、明るく、豊かな生活を送れるよう、安全・安心を保障する

公共サービスの提供は、住民にもっとも身近な自治体として浦安市が果たすべき基礎的な取り組みです。

　少子高齢化が進行するなか、浦安市では、新町地域の大規模住宅開発により人口は増加傾向を示し就

学前児童についても同様に増加してきました。また、女性の社会進出や就労形態の多様化などからも、

保育所の需要は非常に高く、多くの待機児童が発生したことから、平成 14 年度から 18 年度までに保

計画策定にあたっての課題認識2
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育所を８園新設し 710 名の定員を増やしました。その結果、待機児童数は平成 15 年度の 216 名から

平成 18 年度には 16 名にまで大幅に減少しました。

　また、子育て家庭への支援として、子育て支援センターやつどいの広場、ファミリー・サポート・セ

ンターを設置し、核家族化の進行などによる子育て力の低下を補うよう努めました。

　障がい者福祉については、障がい者の自立した社会生活を支える拠点として、障がい者福祉センター

を整備し、利用者の健康保持や自立した生活の促進、介護者の負担の軽減を図りました。

　高齢者福祉については、高洲地区に介護老人保健施設と特別養護老人ホームを誘致しました。また、

併せて既存の特別養護老人ホームの大規模改修を行い、短期入所施設の増床を図りました。

　さらに、地域医療体制の充実を図るため、順天堂大学医学部附属順天堂浦安病院の増築を支援しました。

【残された課題】

　保育所の待機児が再び増加傾向を示していることから、施設整備の方向性と併せて認証保育所制度を

導入していくとともに、多様化する保育ニーズに対応するため、一時保育などの特別保育事業を充実し

ていく必要があります。また、引き続き、こどもと子育て家庭への支援に地域や社会全体で取り組む必

要があります。

　急激な進行が見込まれる高齢化社会への対策として、介護・福祉・医療が連携した体制づくりと地域

医療体制を整備し、医療ニーズの多様化・高度化に対応する必要があります。

　また障がい者福祉については、これまでも施設整備を含む様々な取り組みを進めてきましたが、今後

は、障がい者が住み慣れた地域で安心して暮らせるよう、障がいに関する理解の浸透や就労支援につい

て一層の取り組みが求められています。

 ②「創造と交流で築く市民文化都市」の実現に向けて

　ふれあいと交流に満ちたまちづくりを進めるため、市民まつりや花火大会などを通じてふるさと意識

の醸成を図るとともに、自治会活動の拠点となる自治会集会所を整備してきました。

　市民と行政が協働するまちづくりをめざし、平成 16 年３月に市民参加推進条例を制定するとともに、

市民参加の推進をより確実なものとしていくため、市民参加推進計画を策定しました。

　また、ボランティアやＮＰＯなどの自主的な市民活動を支援するため、市民活動推進指針の策定と市

民活動団体が行う公益性の高い事業に対して補助金を交付してきました。

　これからの浦安を担うこどもたち一人ひとりの個性を伸ばし、心身ともにたくましい成長を促すため、

学校教育の充実や青少年の健全育成に取り組んできました。

　学校教育については、新町地域の児童・生徒の増加に対応するため中学校１校と小学校３校を整備す

るとともに、幼児の増加に対応するため、私立幼稚園を３園誘致しました。

　また、すべての小・中学校に少人数教育推進教員や心身障がい児補助教員、学校図書館司書、スクー

ルライフカウンセラーなどの人的配置を積極的に進め、こどもたち一人ひとりを大切にする教育に取り

組みました。

　さらに、教育の情報化に対応したコンピュータ利用環境の充実を図るため、様々な学習コンテンツの

配信や教材用動画などが快適に利用できる学校教育支援システムをすべての小・中学校に導入しました。
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　また、東野学校給食センターの老朽化に対応するため、千鳥地区に新たな学校給食センターをＰＦＩ

により整備しました。

　青少年の健全育成については、青少年の活動を支援する拠点として青少年館や宿泊型の研修施設（う

ら・らめ〜る）を整備しました。また、新浦安駅前複合施設（マーレ）に青少年交流施設を整備し、次

世代を担う青少年が、自ら考え、行動し、責任と自覚を持ち、心豊かに育つよう、様々な学習や活動に

自発的に取り組める環境づくりを進めました。

　電子自治体の推進については、平成 13 年度に「行動が広がり心かよう情報化の推進」を基本理念と

した浦安市情報化基本計画を策定し、情報化の推進に努めてきました。

　情報化を推進するための基盤整備や条件整備を進めるとともに、公共施設間のネットワーク整備や内

部事務の情報システム化を進める一方、電子申請システムの構築や電子入札システムなどの導入により、

市民サービスの向上に取り組みました。

【残された課題】

　地域コミュニティの中心である自治会活動への支援に継続して取り組むとともに、自助、共助、公助

の視点から、自治会などに対する支援のあり方について検討していく必要があります。

　また、団塊の世代以降の退職が進み、これらの人々が地域に帰ってくることから、自らの経験や豊かな

知識や技術、知恵を地域のなかで発揮できる仕組みづくりが必要です。特に新たな公共サービスの担い手

として、市民と行政の協働を進めていくための新たな仕組みづくりが求められているとともに、旺盛な学

習意欲に応え、そこでの研鑽を地域のなかで発揮できる場を整備していくことが求められています。

　また、地域によっては小・中学校の児童・生徒数に偏りが見られることから、地区の人口構成の変化

を踏まえながら新たな学校の整備や統廃合など、小・中学校の連携教育を視野に入れた適正な学校配置

について検討する必要があります。

　また、市域が狭い浦安市ではスポーツ施設用地を確保していくことが難しいことから、今後は、学校

施設の有効な利用や既存施設の質的向上を図る必要があります。

 ③「水と緑に囲まれた快適環境都市」の実現に向けて

　資源やエネルギーを大量に消費する今日の私たちの生活は、地球温暖化や廃棄物の増加、大気汚染や

水質汚濁などの身近な環境問題に深くかかわっています。

　浦安市では地球温暖化対策実行計画の策定や環境マネジメントシステムの構築など、浦安市の事業活

動に伴う環境負荷の低減に取り組むとともに、環境基本計画に基づき、様々な環境施策を市民参加を得

ながら展開してきました。また、廃棄物の減量・再資源化対策として、家庭系ごみの指定ごみ袋制や有

料事業系少量指定ごみ袋制の導入、分別収集の徹底によるリサイクルの推進、エコセメントの推進など

に取り組んできました。

　羽田空港再拡張事業に伴う航空機騒音問題については、騒音被害を未然に防止するため、広範な市民

の活動や関係自治体と連携した国への働きかけにより、飛行経路の一部変更が図られました。

　快適な生活環境を実現するため、下水道の供用区域の拡大を図るとともに、第 9、第 11 幹線の敷設

替えを行いました。また、3 団地 75 戸の市営住宅を借り上げ方式により整備するとともに、分譲集合
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住宅のバリアフリー化を支援しました。

　墓地公園については、墓所の安定供給を図るため、墓域の整備を図るとともに、主要園路や集会施設、

管理事務所の整備を進めました。また、火葬場と葬儀式場を併設した斎場を千鳥地区に整備しました。

　うるおいのある生活環境の実現については、魅力ある水辺空間の創出をめざし、境川や旧江戸川など

で、千葉県による護岸改修にあわせて、修景整備を進めてきました。

　特色のある公園づくりとして、交通公園を再整備するとともに、市民に親しまれる公園づくりとして、

新町地域の明海の丘公園や日の出おひさま公園を整備し、旧清掃工場跡地では、弁天ふれあいの森公園

を整備しました。また、老朽化した街区公園については、地域に親しまれる公園となるよう、近隣住民

とのワークショップを行いながら改修に取り組みました。

　また、日の出・明海地区や浦安橋明海線（都市計画道路３・１・３号線）の浦安駅周辺で、都市再生

機構や千葉県と協力しながら電線類の地中化による景観形成に取り組みました。

【残された課題】

　今後も地球温暖化の防止に向け、温室効果ガスの排出抑制に取り組む必要があります。省エネルギー

やクリーンエネルギー、新エネルギーに関する浦安市の率先的な取り組みと、市民や事業者、滞在者な

どの各主体の責任と役割分担のもと、それぞれが地球温暖化防止をはじめとする環境保全行動に取り組

む必要があります。

　また、三方を海と河川に囲まれた浦安の特色を活かし、市民生活にうるおいとやすらぎを与える水辺

空間の創出が求められており、千葉県の護岸改修にあわせた水辺空間の整備について、今後も、関係機

関と調整を図りながら取り組む必要があります。

　公園や緑地については、新町地域で未整備となっている公園や緑地の整備を急ぐとともに、公園が不足

している元町地域での公園整備が課題となっています。また、公園の整備から維持管理までの各段階で市

民参加を積極的に図るとともに、公園の里親制度の普及や緑化推進団体の育成を図る必要があります。

 ④「利便の高い暮らしを支える安全都市」の実現に向けて

　都市は快適な市民生活や様々な活動を根幹から支える場でなければなりません。

　浦安の歴史と伝統を今日まで色濃く伝える元町地域では、地域の特性を活かした住環境整備や都市基

盤施設の整備に取り組んできました。仮称新中通り線とその周辺市街地の整備については、地区住民と

行政で組織する「まちづくり・道づくりを考える会」を設置し、関係権利者との意見交換を重ねながら

「まちづくり計画書（提言書）」をまとめ、事業化に向けた取り組みを進めました。また、みなと線や北

栄地区の地区内道路の道路環境の改善に取り組んできました。

　新町地域の開発については、土地利用計画や地区計画に基づき、事業主体である都市再生機構や千葉

県企業庁の都市基盤施設の整備を促進するとともに、開発の進展や人口の増加にあわせて学校施設や保

育所などの地域での生活を支える公共公益施設の整備を進めました。

　シビックセンター地区の整備については、猫実地区で浦安商工会議所会館を建て替えるとともに、市

役所庁舎の建て替えに向けた検討を進めました。また、東野地区については、福祉ゾーンとしての機能

の充実を図るため、障がい者福祉センターを整備するとともに、学校給食センターを千鳥地区へ移転し、
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その跡地での老人福祉センターの建て替えを進めました。

　市内の公共交通の充実を図るため、おさんぽバスの運行やバス事業者への支援を行いました。

　また、自転車利用の環境を向上するため、市内３駅周辺での自転車駐車場の整備に取り組みました。

　日常の安全・安心を守るため消防本部・署庁舎の建て替えを進めるとともに、防犯課を設置し地域主

体の防犯活動を支援しました。

　震災対策については、地域防災計画（震災編）の改定や水害ハザードマップの作成を行うとともに、

自主防災組織への支援や避難訓練の実施など、地域主体の防災対策を推進しました。また、避難所とな

る学校体育館の耐震化や避難路となる主要な幹線道路への災害非常用街灯の設置、橋りょうの耐震化な

ど、災害に強いまちづくりを推進しました。

　治水・排水対策については、旧江戸川や境川、舞浜海岸で千葉県が実施している護岸改修を促進する

とともに、中長期的な視点から雨水排水体制の体系的な整備を図るため、雨水排水基本計画を策定しま

した。

【残された課題】

　土地利用や市街地整備などの都市整備の総合的な指針として地域ごとの整備の方向性を示す都市計画

マスタープランを、社会経済情勢や地域の変化にあわせ見直す必要があります。

　仮称新中通り線周辺市街地の整備については、地区別協議会を通じ関係権利者と事業の具体化に向け

た話し合いを進め、早期の事業化を図る必要があります。

　また、新町地域については、都市再生機構の土地区画整理事業や千葉県企業庁の土地造成整備事業が

終息に向かいつつあることから、未整備となっている都市基盤施設の整備について、関係機関と協議を

進める必要があります。

　広域道路網の整備については、未整備の都市計画道路の整備について、関係機関との協議を進めてい

く必要があります。

　震災対策については、施策の優先性や整備水準などを明確にするとともに、公的機関の災害対策活動

にも限界があることから、自助・共助による取り組みをさらに促進していくことが重要です。

　また、治水・排水対策については、引き続き、千葉県による河川や海岸での護岸改修を促進するとと

もに、長期的な視点に立った雨水排水施設の整備に取り組む必要があります。

 ⑤「多様な機能が生み出す魅力あふれる産業都市」の実現に向けて　

　市民の暮らしを支える産業の振興は、まちに活気や賑わいをもたらします。

　活力と豊かさを生み出す魅力ある地域産業を振興するため、産業振興ビジョンを策定しました。また、

浦安独自の観光振興を図るため、観光振興計画を作成するとともに、ＪＲ東日本や千葉県など関係機関

の協力を得ながら、デスティネーションキャンペーンを実施しました。

　工業と住宅が混在する住・工混在地区で操業している中小企業を対象に、千鳥地区への移転を支援し

ました。また、鉄鋼通り地区や港地区、千鳥地区の良好な操業環境を維持するため、特別用途地区の指

定を行いました。

　また、就労機会の充実を図るためパートサテライトや地域職業相談室を開設するとともに、市民の起
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業を支援するため研修や融資を行いました。

　浦安駅周辺地区については、再整備に向けた基本方針として「浦安駅周辺まちづくり取り組み方針」

を策定するとともに、市有地の活用や民間活力を導入した再整備の推進に向け、関係権利者との協議を

進めました。また、放置自転車の解消や待機保育児童の解消、青少年の居場所づくりなど、新浦安駅周

辺の様々な行政課題に対応するため、行政サービスセンター用地を活用し、自転車駐車場や保育所など

を併設した新浦安駅前複合施設（マーレ）をＰＦＩにより整備しました。

【残された課題】

　東京ディズニーリゾートを核としたアーバンリゾートに集積した商業や観光業と連携しながら、元町

地域や水辺空間など浦安市の特性を活かした都市型観光など、浦安市の特色ある産業を振興し育成する

必要があります。　

　また、浦安駅周辺地区の再整備については、再整備の全体像の検討を進めるとともに、「浦安駅周辺

まちづくり取り組み方針」に沿って、段階的な再整備を進める必要があります。

　また、高齢者や障がい者、女性の就労環境の向上と就労機会の拡大を図る必要があります。

 ⑥「計画実現のために」について　

　少子高齢化や国際化、情報化、地球環境問題など、地方自治体を取り巻く社会情勢は大きく変化し、

市民のニーズや価値観も多様化してきました。そして、地方分権のさらなる進展に伴い、それぞれの自

治体が計画的、効率的な行財政運営に工夫を凝らし、多様化・複雑化する市民ニーズに応えています。

　浦安市では、平成 14 年３月に浦安市行政改革大綱を策定し、経営感覚に富んだ行財政運営、職員の

意識改革、市民と行政の協働の３つの視点から、事務事業の改善や人材育成の推進、職員数と給与の適

正化、組織・機構の見直しなどの行財政改革に取り組んできました。そして、ＰＦＩや指定管理者制度

の導入、さらには市民サービスの向上のため、市役所の日曜開庁や図書館の平日夜間の利用時間の延長

を行いました。

　また、「浦安市のバランスシート」や「連結バランスシート」、「行政コスト計算書」、「キャッシュフロー

計算書」などの企業会計的手法を導入し、職員のコスト意識を高めるとともに、市民に分かりやすい財

務情報の提供に努めました。

　さらに、市民の納税機会を拡大するため、コンビニエンスストアでの納税を可能とするとともに、収

納体制の充実を図りました。

【残された課題】

　今後も地方分権化の流れが加速していくなかで、多様化・高度化する市民ニーズに的確に対応し、安

定した行政サービスを提供していくため、現在の行財政運営や市民、地域との協働のあり方などを見直

し、自治体経営という観点から再構成していくことが必要です。
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（2）時代潮流と浦安市の自治を取り巻く課題認識

①地球環境問題と持続可能な循環型社会

　温室効果ガスの増加による地球温暖化により、気温の上昇や異常気象の発生、生態系の破壊などが懸

念されています。

　また、大量生産・大量消費による経済活動は、私たちの生活を豊かなものへと変える一方、大量廃棄

という限りある資源の浪費という行為を引き起こし、地球環境に大きな負荷を与えています。　　　

　これまでの大量消費型の社会を見直し、人類共通の生存基盤である良好な地球環境を次の世代に引き

継ぐことができる持続可能な循環型社会の形成に向けた取り組みが求められています。

②グローバル化の進展

　情報通信分野における技術革新などを背景に、物流や金融といった経済活動だけではなく、教育や文

化、芸術、スポーツなどの様々な分野で、世界の国や地域との交流が近年飛躍的に拡大し、世界はます

ますつながりを深めています。こうしたグローバル化の流れを捉えた市民主体の国際交流や地域の国際

化が求められています。

③安全・安心なまちへの意識の高まり

　地球環境の変化による異常気象の発生やいつ起こるかもわからない大規模地震への備えから、市民の

安全への意識はますます高まっています。市民が安心して生活できる災害に強いまちづくりを推進する

とともに、市民主体、地域主体の防災対策が必要です。

　加えて、食の安全性や巧妙化・多様化する犯罪への対応など、誰もが安心して日常生活をおくること

ができるよう、適切に対処できる体制の整備が求められています。

④多様な主体との協働

　これまでの公共サービスは、行政が中心となって提供してきましたが、市民のまちづくりへの参加意

識の高まりから、市民やＮＰＯ、事業者などと行政による協働の取り組みが少しずつ始められています。

　また、市民の自己実現に向けた多様かつ主体的な取り組みを支援する体制を整備するとともに、　市

民やＮＰＯ、事業者、行政それぞれが自らの役割を明確にし、新しい公共の担い手としてサービスを提

供する仕組みづくりが求められています。

⑤情報化の進展

　高度情報通信技術の飛躍的な進歩により、私たちは必要な情報を時間や場所を選ばず自由に受け取る

ことが可能になりました。これにより、私たちの生活は大きく変わろうとしています。

　この高度情報通信技術を市民生活のなかにさらに取り入れ、市民と市民、市民と行政など、多様な主

体が互いに情報を享受できる社会を構築していく必要があります。
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⑥地方が主役のまちづくり、地方分権

　地方分権一括法の施行や三位一体の改革の進展により国と地方自治体の関係は、これまでの国を頂点

とした上位下達の関係から対等・協力の関係に変わりました。これにより地方自治体の自己決定権は拡

大し、自治体や地域がその個性や特色を活かしたまちづくりを進めています。

⑦行財政改革の推進と自治体経営

　限られた財源のなかで多様化・高度化・複雑化した市民ニーズに対応し、市民福祉の向上に努めるこ

とや、地方分権のさらなる進展による自主・自律のまちづくりを進めることが、現在の行政に求められ

ています。また、市民の価値観や生活意識の変化に対応するため、行政は多様化する市民ニーズを的確

に把握し、市政に反映させることが求められています。

　そのため、効率的・効果的な行財政経営を行い、柔軟な組織体制の確立や事業の合理化、行政の役割

の見直しと民間活力のさらなる活用が求められます。

　また、政策の選択、事業効果の評価、そして市民に対する説得責任を果たしていくことが、これまで

以上に求められています。

（3）将来人口の見通しを踏まえた課題認識

１）浦安市の将来人口・世帯数の見通し

①将来人口の見通し

　平成 18 年度の人口推計では、浦安市の総人口は、新町地域の住宅開発の終息に向け未処分用地の開

発が進展することから、平成 17（2005）年の約 153,000 人から、引き続き増加傾向を維持し平成 25

（2013）年頃に概ね 174,000 人となりピークを迎えます。その後は、減少に転じ平成 47（2035）年

には概ね 152,000 人と予測しました。

②年齢階層別人口構成の見通し

　年齢別人口構成では、年少人口（0 〜 14 歳）については平成 22（2010）年から平成 24（2012）

年頃まで概ね 29,000 人 ( 対総人口シェア 16％後半 ) で推移し、その後減少傾向を示し、平成 32（2020）

年には 23,000 人 ( 同 13.7％ ) と、平成 17（2005）年の 24,000 人を下回る見通しとなりました。

　生産年齢人口（15 〜 64 歳）のうち、15 歳から 29 歳人口は減少傾向が続き、平成 22（2010）年

で概ね 31,000 人 ( 対総人口シェア 18.3％ )、平成 42（2030）年には概ね 27,000 人 ( 同 17.3％ )

となります。30 歳から 64 歳人口は増加傾向が続き、平成 24（2012）年には概ね 93,000 人 ( 同

53.8％ ) とピークになりますが、その後は減少を続け、平成 32（2020）年に概ね 87,000 人 ( 同

51.3％ )、平成 42（2030）年に概ね 77,000 人と総人口の 50％を割る見込みです。

　65 歳以上の老年人口は、一貫して増加し、平成 22（2010）年は概ね 19,000 人 ( 同 11.1％ )、平成

27（2015）年は概ね 25,000 人 ( 同 14.7％ )、平成 42（2030）年は概ね 24,000 人となり、総人口に

占める割合は 22.5％となる見込みです。特に新町地域では、市平均や中町地域をも相当程度上回る少
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子高齢化が進行するものと考えられ、平成 17（2005）〜平成 25（2013）年の毎年の増加率は、概ね

10 〜 15％、その後の平成 26（2014）〜平成 47（2035）年の毎年の増加率は概ね５〜 10％で推移

する見込みです。

③世帯数の見通し

　浦安市の世帯総数は、平成 17（2005）年の 66,000 世帯から、平成 22（2010）年は 74,000 世帯、

平成 32（2020）年は 76,000 世帯、平成 47（2035）は 71,000 世帯で推移する見込みです。

　総世帯数のピークは平成 26、27（2014、15）年頃で約 75,000 世帯となる見込みで、平成 17（2005）

年と比べると約 9,700 世帯増加する見通しです。単独世帯（一人で世帯を構成する世帯）については、

平成 17（2005）年で 25,600 世帯 ( 対総世帯数シェアは 38.6％）ですが、平成 19（2007）年以降、

平成 47（2035）年まで 27,000 台で推移するものと考えられます。

　非単独世帯については、平成 17（2005）年で 40,700 世帯 ( 同 61.4％ ) ですが、平成 27（2015）

年まで増加傾向を示し、48,400 世帯 ( 対総世帯数シェア 63.8％ ) となる見通しです。その後は減少傾

向を示し、平成 32（2020）年は 47,900 世帯 ( 同 63.4％ )、平成 47（2035）年は 43,000 世帯 ( 同

60.6％ ）となる見通しです。

2）人口減少時代を迎える浦安市の課題
　

【人口構成と規模に見合った公共施設の再編・整理】

　将来人口の変化は、保育所などの児童福祉施設や幼稚園、学校、高齢者福祉施設などの量や規模、さ

らには地域の人口構成の偏在から生じる地域バランスに大きく影響することから、これから必要とする

施設や余剰施設の運営など適切な対応が必要です。

　また、これまで整備してきた道路や公園などの公共公益施設だけでなく、浦安市の特性でもある分譲

集合住宅などの社会的ストックをどのように活かし、使いこなしていくかがこれからの課題です。

【コミュニティのさらなる強化】

　浦安市は都市の形成過程において、同じような世代や家族構成を持った市民がほぼ同時期に大量に移

り住んできた経緯があります。そのため、元町、中町、新町の各地域における将来の人口構成や減少化

傾向などから、地域間にアンバランスな状況が生じることも予測されます。

　そのため、このような変化が既存の地域コミュニティの弱体化を招くことのないよう、世代間の交流・

連携が活発に行われるコミュニティを構築していく必要があります。

【住宅都市としての機能の一層の充実】

　昭和 40 年代から開発が始まった都市圏郊外部における大規模ニュータウンでは、都心回帰の影響も

あり、急激な高齢化の進行と人口減少がみられ都市としての活力が停滞するなど、これからの浦安市の

課題を考えるうえで受けとめなくてはならない点が多くあります。

　東京圏での浦安市の立地的優位性や三方が海や河川に囲まれたまちの特性を活かしながら、市街地環
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境や地域商業機能、産業施設の更新・強化に地域住民と協働して取り組む必要があります。

　

【子育てや老後の不安要素の除去】

　かつてのような高度経済成長を望めない状況下において、市民の安全・安心・安定した生活環境をつ

くっていくためには、災害や犯罪などの危険を回避するとともに、子育てや老後の不安要素の除去を進

めることが重要です。特に、子育ての喜びを感じながら働き続けることができる環境の整備、いわゆる

ワーク・ライフ・バランスの形成が必要です。

　また、団塊の世代を中心としたこれからの高齢者世代については、自立して誇りと生きがいを持って

生活できる、元気な高齢者の参加を前提とした社会づくりが必要です。高齢者が自らの知恵や技術など

を有効に活用し、地域社会への貢献や、技能や趣味の能力を高め、自らを磨くという具体的な目標を持っ

た行動ができる、高齢者の多様な活動が展開される社会を実現する必要があります。

【これからの行財政運営】

　これからの 10 年間を 20 年先、30 年先を見通したなかでの 10 年間として位置づけ、行財政運営の

あり方を見直していく必要があります。

　これまでは行政が中心となって公共サービスを担ってきましたが、高齢化の進行や生産年齢人口の減

少、さらには大規模な住宅開発が今後は見通せないことから、給与所得者の個人市民税や固定資産税の

占める割合が大きい浦安市の財政構造に大きな影響があることは明確です。

　従来の行財政運営を大きく見直し、人口規模や人口構成に留意しつつ、行政の担うべき公共サービス

を見極めてこれまで以上の効率的・効果的な行財政運営を行うとともに、公共的サービスの担い手とし

ての市民や市民活動団体、地域との協働に取り組んでいく必要があります。
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【元町（4区分）の将来人口の見通し】

【中町（4区分）の将来人口の見通し】

【新町（4区分）の将来人口の見通し】
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浦安市を取り巻く人口減少時代の環境
　国立社会保障・人口問題研究所（以下、「社人研」という。）の「日本の将来推計人口」（平成

18 年 12 月推計）、「都道府県の将来人口」（平成 19 年５月推計）、「日本の市区町村将来推計人口」

（平成 15 年 12 月）の推計などをもとにした日本及び首都圏の人口動向は、以下のように概観で

きます。

【全国：人口ピークは平成 18 年、世帯数のピークは平成 27 年、高齢世帯が大幅増】

　社人研の推計値（中位推計）によれば、日本の総人口は、平成 18（2006）年にピークに達し

た後減少期に転じ、平成 62（2050）年には 9,515 万人と予想されている。今後 50 年間の人口

増減率は、いずれの地域も人口減少を示すなかで、地方圏の中枢・中核都市の一時間圏外の市町

村（2000 年の全国人口比で約一割）において、３割以上の大幅な人口減少が見込まれる。この

ように我が国は、人口減少時代に突入し、右肩上がりの人口増加の趨勢は終焉することになる。

　特に、平成 19（2007）年には、日本の総人口の減少が始まるとともに、平成 24（2012）年

以降には、いわゆる「団塊世代」が、65 歳以上の年齢層に達するという人口動態上の節目を迎

え、本格的な高齢社会を迎えることとなる。老年人口の割合は、低出生率の影響を受けて平成

18（2006）年は約５人に１人（20.2％）が、同じく平成 37（2025）年には約３人に１人（同

30.5％）が、さらに平成 62（2050）年には 39.6％となる。

【南関東圏（東京都、神奈川県、千葉県、埼玉県）：人口は平成 27 年前後がピーク、高齢世帯の増加】

　社人研の推計値では、平成 27（2015）年までは、増加傾向が継続し、3,500 万人にまで増加

するものの、平成 27（2015）年以降は減少傾向に転じ平成 37（2025）年には 3,450 万人に

減少する。一方、我が国の総人口に対する首都圏の占める割合は、依然として上昇傾向が続き、

首都圏の人口が減少に転じる平成 32（2020）年以降も上昇は継続する。
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計画策定にあたっての基本認識

　基本構想の描くまちづくりの基本目標「人が輝き躍動するまち・浦安」は、「人間尊重」、「市民と行

政の協働」、「地域の個性の育成」という基本理念のもと、「市民が自主性や創造性を発揮し、個性ある

文化をつくり出すことのできるまち」、「市民の暮らしに多様な選択可能性が広がり、豊かな暮らしを実

現できるまち」を創り上げていくことをめざしています。

　この基本目標の具現化をめざしてこれまで様々な施策を展開してきました。このことは、市民の満足

度の高い暮らしの環境が充実した「住みやすいまち」をめざして取り組んできたともいえます。　

　これからは、この発想をさらに発展させ、浦安に住むことに心の張り合いを感じ「生きがい」や「働

きがい」、「やりがい」と同じように、市民が「心の豊かさ」を実感し、躍動する『住みがいのある』ま

ちをめざして取り組んでいく時代を迎えています。

第2章

①現在のまちを活かす時代

　かつて小さな漁村に過ぎなかった浦安は、恵まれた立地条件と公有水面埋立事業による市域の拡大に

より、東京ディズニーリゾートや鉄鋼団地という特色ある産業が立地する東京湾岸ゾーンの住宅都市と

して大きな変貌を遂げました。

　埋立地に開発された新しいまちでは、住宅や商業、業務機能、道路や公園といった都市基盤施設が機

能的に配置された計画的なまちづくりが進められてきましたが、約 40 年に及んだ新しいまちを建設す

る時代も、新町地域の一部を残し終息に向かいつつあります。今後は、開発から成熟へまちづくりの視

点を移し、現在のまちの良さを守りながら、地域での生活を充実させていくまちづくりが求められてい

ます。これからは、まちを「つくる」段階から、まちを「維持・活用する」段階へ、市民がまちづくり

の担い手としてまちを使いこなす時代を迎えています。

②地域の価値や良さを大切にする時代

　浦安市の魅力は、小さな市域に多様な地域や都市機能がバランスよく配置され、都市を形成している

点にあります。この魅力を今後も維持していくためには、小さな単位でまちづくりに取り組み、多様性

に富んだ地域や都市機能を充実させることで、浦安全体の魅力を高めていく必要があります。そのため

には、守るべき地域の価値や育てるべき地域の良さに市民一人ひとりが気づき地域で共有していく必要

があります。そのため、今後は地域での合意形成がより一層、重要です。

　また、地球温暖化防止や省資源・省エネルギー対策など、人類共通の生存基盤である地球環境問題へ

の関心の高まりや価値観の多様化、ライフスタイルの変化など市民意識の変化から、都市の評価の視点

市民がまちをつくり育む時代2

『住みやすいまち』から『住みがいのあるまち』をめざす時代1
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も変わりつつあります。まちの評価や地域の価値も全国一律の共通の尺度で計られるのではなく、それ

ぞれのまちや地域が持つ個性や特色が問われる時代であり、住み良さといった機能的な評価に加え、「住

みたいまち」、「住みつづけたいまち」といった住民目線の尺度や価値観に重きがおかれる時代になって

います。

 　こうしたことから、これまで以上にそれぞれの地域の成り立ちや固有の事情を踏まえ、地域の価値

を大切に育んでいく必要があります。それぞれの地域の固有の事情に精通する市民が、まちづくりの主

役となって市民力を高め、まちを育んでいくことが求められています。

　まちづくりの主役である市民の実践的な活動を行政が支援し、市民と行政がともに役割と責任を担い

ながら、まちをつくり育んでいく時代となっています。

　地方分権の流れのなかで、地域が自らの選択と責任のもと、まちづくりを進めていくことができる仕

組みも整いつつあります。少子高齢化や人口減少社会の到来など、来るべき社会の変化に対応し、魅力

に満ち都市の活力を維持していくためのまちづくりが求められています。

　浦安市はこれまで、住宅都市としての性格を基本に、東京ディズニーリゾートや鉄鋼団地といった地

域の特色ある産業が立地する個性豊かな都市として発展してきましたが、都市間競争のなかで今後も発

展を続けていくため、現在のまちの良さや価値を守りながら、来るべき将来の変化に備え、人口の流動

化や新たな地域産業の振興・育成、さらには行財政改革の一層の推進などトータルな自治体経営を推進

する基礎をつくる必要があります。

持続的発展ができる自治体経営の基礎をつくる時代3
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計画策定の基本方針

（1）浦安市の自治体経営計画としての基本計画

　今日、新町地域の開発も最終段階になり、埋立地に形成されてきたまちも、地域社会として成熟化の

時代に入っています。

　都市開発の終息とともに、人口のピークも見えつつあり、今後は少子高齢化も進み、財政面でもこれ

までのような右肩上がりの基調は転換期を迎えることが予想されます。

　また、平成 12 年４月の地方分権一括法の施行により本格化した地方分権化の流れは、今後、ますま

す加速することが予想されます。基礎自治体として市の権限が拡大する一方、自主性・自律性が一層求

められる時代となり、自己決定・自己責任の原則、補完性の原則のもと、市民自らが地域のことを考え、

自らの手で地域を治める住民自治のシステムと、市民の意志と責任にもとづく行財政システムの構築が

不可欠な状況にあります。

　財政的にも右肩上がりの基調を望めないなか、長期的見通しを持って市民と行政が協働し、真に市民

が必要とする公共サービスの質を高く維持しながら提供していける自治体経営システムを確立していく

ことが求められています。

　市民と行政の協働による自律した自治体への転換期にあって、これからの都市の成熟化を見据え、第

２期基本計画では基本計画そのもののあり方を見直し、市民と行政があらゆる場面で協働しながら、質

の高い居住環境の形成と保全、様々な人々が生き生きと安心して生活のできる地域社会づくりに取り組

んでいく自治体経営計画として策定します。

（2）基本計画の策定方針

①市民と行政との協働による自治体経営の方針を明確にする計画

　第２期基本計画は、行政が策定し実行する行政計画としての側面だけではなく、市民とともに創り上

げ、市民と行政の協働で実行していく自治体経営計画を志向します。

　この計画の策定にあたり、「多様な主体によるまちづくり計画」という策定テーマを掲げ、206 名の

市民や学識経験者、市職員により「浦安市民会議」を組織し、取り組むべき課題や方向性について、約

1 年間の議論を重ねるなかで提言書が取りまとめられました。

　この計画では、浦安市民会議から提起された自治体としてのあるべき姿やそれをめざした具体的な取

り組み課題や方向性を、市民同士、さらには市民と行政との共通認識として最大限尊重し、計画に反映

させました。

第3章

計画策定の基本方針1
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②市民と行政が課題や方向性を共有し協働して取り組みを進めるための指針となる計画

　第２期基本計画は、浦安市として取り組むべき課題や方向性を市民と共有し、市民と行政の共通認識

のもとに相互に協働して取り組みを進めるための指針となる計画とします。

　また、この計画では、今後の市民と行政の協働システムや協働を踏まえた行財政システムなど、市民

と行政の協働による自治体経営システムのあり方を明確にし、計画期間内に地方分権時代に対応した自

治体経営体制を確立していきます。

③市民と行政の協働で実行していく計画

　各分野の具体的な取り組みについては、行政がすべきこと、市民と行政が協働してできることなど、

それぞれの役割や施策の進め方を示した計画とします。

④社会経済情勢の変化に機動的に対応できる計画

　浦安市を取り巻く情勢の転換期を迎え、第２期基本計画は事業を執行する際の達成目標や期間を明確

にしながら、社会経済状況などの急激な変化に対応するため、施策の方向性や事業の内容を機動的に見

直していけるよう、次の点を踏まえた計画とします。

ⅰ）従来の基本計画と実施計画を統合した計画

　第１期基本計画では、基本構想の実現に向け 10 年間の施策の基本的な考え方や体系、方向性を明ら

かにし、基本計画に基づく施策を計画的・効率的に実施していくため、３年間の実施計画を策定してき

ました。

　第２期基本計画では、基本計画と実施計画を統合し、10 年間で取り組む市民と行政の協働による施策

の方向性と具体的な事業の内容や実施時期、財源との関係をわかりやすく示した計画として策定します。

ⅱ）行財政評価と連動した計画

　事業成果の評価を反映させ、施策のあり方や事業実施のあり方を改善していく、行財政評価システム

との連動を志向した計画とします。

ⅲ）見直し（ローリング）できる計画

　行財政経営のＰＤＣＡサイクルのなかで、施策や事業を評価し、改善を進めていくためには、計画の

見直しが不可欠です。そのため、具体的な事業内容の見直し時期にあわせ、施策の方向性を定期的に見

直す（ローリング）計画とします。
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（3）計画の期間

　第２期基本計画の計画期間は、平成 29 年度を目標年度とする 10 年間とし、計画期間を４年ごとに

３期（前期・中期・後期）に分け、見直し（ローリング）を行います。

　この場合、前期の最終年度であり中期の最初の年度である平成 23 年度、中期の最終年度であり後期

の最初の年度である平成 26 年度は調整期間とし、計画内容の時点修正など一部見直しを行います。

平　成 20 21 22 23 24 25 26 27 28 29

西　暦 2008 2009 2010 2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017

前　期

中　期

後　期
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1 生き生きと暮らせる心のかよう健康福祉都市
　生涯を通じて、心身ともに健康で、明るく、豊かな生活を送れることは、すべての市民の共通
の願いです。
　そのため、市民一人ひとりが、家庭や地域社会のなかで、ともに助け合い、支え合いながら、
健康で、安心して生きがいを持って暮らせるまち—生き生きと暮らせる心のかよう健康福祉都
市—をめざします。
2 創造と交流で築く市民文化都市
　市民がその能力を生かし、互いの価値観を尊重し合いながら、個性を十分に発揮できる地域社
会を築くことが重要です。
　そのため、市民が、ふれあい、相互に交流し、様々な活動を通じて、創造性と個性が発揮され、
はつらつとした生活と活動のできるまち—創造と交流で築く市民文化都市—をめざします。
3 水と緑に囲まれた快適環境都市
　市民が、健康で、文化的な生活を営むためには、環境に配慮した、質の高い生活空間の創造が
重要です。
　そのため、本市唯一の自然資源である水を生かし、緑を守り育てながら、快適でうるおいのあ
る環境にやさしいまち—水と緑に囲まれた快適環境都市—をめざします。
4 利便の高い暮らしを支える安全都市
　都市は、快適な市民生活や様々な活動を根幹から支える場でなければなりません。
　そのため、良好な市街地のなかで、災害などから生命と財産が守られ、利便の高い快適な生活
が送れるまち—利便の高い暮らしを支える安全都市—をめざします。
5 多様な機能が生み出す魅力あふれる産業都市
　都市の魅力の一つは、活気とにぎわいです。
　そのため、本市の特性を最大限に活かし、レジャー機能や商業、工業、業務機能など、様々な都
市機能を兼ね備えた活力あるまち—多様な機能が生み出す魅力あふれる産業都市—をめざします。

　また、これらの都市像ごとに基本構想に「施策の大綱」として示された、取り組むべき施策の基本的

考え方についても継承していきますが、目標達成に向けてより効率的・効果的な取り組みを進めていく

ためには、第１期基本計画での施策展開の成果や新たな時代潮流、そして、策定にあたっての課題認識

を踏まえ、各都市像の実現手法や施策の進め方について、新たな視点を設定していく必要があります。

　そこで、第２期基本計画では、基本構想の５つの都市像と施策の大綱を継承しつつ、まちづくりの基

本目標「人が輝き躍動するまち・浦安」の実現に向けた第２ステージとして、以下のような視点を掲げ、

効率的・効果的な施策展開を図ります。

　基本構想では、まちづくりの基本目標「人が輝き躍動するまち・浦安」と定め、この目標の実現に向

け、長期的な視点に立って各種の施策を総合的、計画的に進めるため、これらの施策の達成すべき大き

な柱となる目標として、次の５つの都市像を設定しています。第２期基本計画においても、この基本目

標を計画の目標と定め、基本構想の都市像を継承していきます。

計画の目標 2
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浦安市基本構想 第 2 期基本計画

①人間尊重のまちづくり
②市民と行政が協働するまちづくり
③地域の個性を育むまちづくり

まちづくりの
基本理念

まちづくりの基本目標「人が輝き躍動するまち・浦安」

都市像 施策の大綱

生き生きと
暮らせる
心のかよう
健康福祉都市

創造と
交流で築く
市民文化都市

水と緑に
囲まれた
快適環境都市

利便の高い
暮らしを
支える
安全都市

多様な機能が
生み出す
魅力あふれる
産業都市

1

2

3

4

5

（1）�生涯健康づくりを推進
する

（2）�やさしさと思いやりの
ある福祉を推進する

（3）�相互に支え合う福祉の
基礎をつくる

（1）�ふれあいと交流に満ち
たまちづくりを進める

（2）�創造性と個性を育てる
生涯学習を推進する

（3）�暮らしが広がる情報化
を推進する

（1）�身近なところから地球
環境を保全する

（2）�快適な生活環境を整備
する

（3）�生活にうるおいを与え
る環境を創造する

（1）�秩序ある市街地の整備
を進める

（2）�総合的な交通体系を整
備する

（3）�災害に強く犯罪のない
安全な暮らしを実現す
る

（1）�魅力ある観光・リゾー
トを振興する

（2）�新しい時代に対応した
地域産業を振興する

（3）�まちの活力を支える拠
点づくりを進める

まちづくりの課題
時代潮流

まちづくりの時代認識

施策展開の視点

家庭だけでなく地域や行政などが一
体となってこどもたちを大切に育て
ていく施策を展開

住み慣れた地域で安心して暮らし続
けることができる施策を展開

人権の大切さや尊さについて、市民
一人ひとりの正しい理解を進めるた
めの施策を展開

生涯にわたって学び、能力や知識を
発揮できる、「育て合う・学び合う」
環境づくりを進める施策を展開

多様なまちの特性を活かし、小さな
単位から個性豊かな地域社会を形成
する施策を展開

コンパクトなまちを市民が安心して
行き交うため、道路・交通体系を充
実させる施策を展開

火災や犯罪、地震、水害などへの不安
がなく、安心して暮らせる施策を展開

多様な機能が複合する都市として持
続できるよう、長期的視点に立って
浦安の産業を育成する施策を展開

産業と生活のバランスある都市構造
の形成と浦安の地域価値を高める拠
点形成を進める施策を展開

新しい公共の担い手として市民活動
を促進する施策を展開

ふるさと浦安をつくるために、水辺
や緑を活かしたうるおいのある環境
づくりを進める施策を展開

安心して暮らせる生活環境を次世代
に引き継ぐために、地球環境や生活
環境を保全する施策を展開
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自治体経営の基本的考え方

（1）自治体経営の基本的視点

　長期的見通しを持って市民と行政が協働し、真に市民が必要とする公共サービスの質を高く維持しな

がら提供していける自治体経営システムの確立に向けて、浦安市がこれまで取り組んできた行財政経営

の考え方を以下のような視点から捉え直し、市民・地域と行政との「協働」、「行財政改革」から「行財

政経営」という２つの方向から、自治体経営システムを再構成していきます。

（2）自治体経営の展開

　市民と行政が協働し、市民が「住みがいのあるまち」と実感できるためには、市民一人ひとりが主体

的、能動的にまちづくりに参加できる仕組みが必要です。

　市民・地域と行政との新しい関係を築いていくためには、行財政経営の基本原則を明らかにし、これ

まで以上の情報公開と開かれた行政経営を行うとともに、これまでの行政活動を見直し変革に取り組ん

でいくことが必要です。

①市民・地域と協働で築く新しい公共を創造する

ⅰ）市民との協働の推進

　浦安市は、浦安市市民活動促進指針や市民参加推進条例の制定をはじめとして、市民活動の拠点とな

る市民活動センターの設置や市民活動補助金制度を創設するなど市民活動と市との協働に取り組んでき

ました。

　地方分権時代を迎え、これまでの行政主導ではない市民主体の自治の実現をめざし、これまで以上に

協働の取り組みを進めていく必要があります。

　そのためには、中間支援組織としての市民活動センターをより一層充実させ、公共サービスの担い手

第4章

・�行財政経営の基本原則を明らかにし、市長や市職員が市民に信頼される行

財政経営を行う。

・�浦安の独自性や個性を活かした先進性のある行財政経営を行い、市民が誇

りを感じるまちづくりを行う。

・�市民が交流・連帯し、地域のまちづくりに貢献したことが実感できる協働

のまちづくりを推進する。

・�市民がまちの将来に夢や希望が持てる持続可能な行財政経営を行う。

自治体経営の基本的考え方 1
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となる市民と市民団体の発掘と育成に取り組むことが必要です。また、より幅広い分野で協働事業を展

開していくため、協働のガイドラインや新たな協働事業の提案制度を整備するなど、市民や市民団体な

どと行政との協働をさらに推進していくための環境整備に取り組みます。

ⅱ）地域協働の取り組み

　近年、防犯や防災活動など地域の課題解決に向け、自治会を中心に地域住民が主体となった活動が活

発になっています。

　浦安市では、これまで自治会活動やふるさとづくり推進協議会の活動支援を通じて、市民相互の交流

や親睦を図り、地域コミュニティの発展と形成に取り組んできました。今後はこうして築いてきた地域

コミュニティを基盤として、防災や防犯、健康づくりや福祉など様々な課題の解決や地域価値の向上に

向け、地域住民や自治会、ＰＴＡ、老人クラブ、子ども会、分譲集合住宅管理組合、支部社会福祉協議

会など地域の様々な主体が相互に連携しながら、主体的にまちづくりに取り組むための環境整備を進め

る必要があります。地域のことを自ら考える地域経営をめざし、地域と行政が協働で行う、「地域協働」

の構築に取り組みます。

②行財政経営システムの確立をめざして

　浦安市では、平成 13 年度に浦安市行政改革大綱を策定し、「経営感覚に富んだ行政運営」「職員の意

識改革」「市民と行政の協働」の３つの視点から、「事業の見直し」「人材育成の推進」「職員数と給与の

適正化」「組織・機構の見直し」「情報化の推進」「協働に向けた環境づくり」の６つの重点事項を定め、

この重点事項を確実に推進していくため、これまでに２次に及ぶ行政改革推進計画を策定し、任期付き

採用や再任用制度など職員採用の多様化、課内スタッフ制の導入などの組織運用の見直し、さらには、

指定管理者制度やＰＦＩの導入など行財政改革に取り組んできました。しかし、これからは、従来の行

政改革の主要テーマであったコスト削減や人事・組織機構の簡素化などの費用削減型の行財政改革の視

点に加え、住民自治のシステムと市民の意志と責任にもとづく自治体経営の仕組みづくりが必要となっ

ています。

　財政的にも右肩上がりの基調を望めないなか、長期的見通しを持って市民と行政が協働し、真に市民

が必要とする公共サービスの質を高く維持しながら提供していける行財政経営システムを確立していき

ます。
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①市民に信頼される行財政経営
　コンプライアンスの確立など法令などにもとづく公正な行財政経営と正確な事務執行を行うとともに、行
財政経営の基本原則を明らかにし、市政について積極的に情報を公開し、市民に信頼される行財政経営を進
める必要がある。

②行政の役割と目的の明確化
　地方分権化の流れは今後ますます加速されようとしている。自治行政権や自治財政権、自治立法権など基
礎自治体の権限の拡大は、自己決定と自己責任が一層求められるとともに、補完性、近接性の原理のもと、
地域の多様な価値と個性に根ざした住民自治を実現していくことが求められている。
　こうした観点から、これまで行ってきた事務事業について、行政の役割と目的を明確にしたうえで、公共
の利益という視点に立ってサービスの提供主体や手法などを再検討し、行政は公共的サービスの担い手とな
る様々な主体間をコーディネートするなど、舟のこぎ手から舵取りとなる行財政経営を進める必要がある。

③ PDCA サイクルと協働
　政策の立案、決定、執行、評価の政策形成サイクルいわゆるＰＤＣＡサイクルを基調とした行財政経営と
それぞれの段階に市民や市民活動団体、事業者など様々な各主体が参画できる機会を充実し、政策の実行性
を高める必要がある。

　上記の 3 点を踏まえたうえで、行財政経営活動のプロセスとして、以下の取り組みが考えられる。

④トップマネジメントの機能強化
　市長をはじめとする政策決定機関などの経営層が、中長期の財政見通しや市政に対する市民の期待、要望
などの基本的な経営情報を的確に捉え分析し、第２期基本計画の各施策の実現を図るため、経営方針やビジョ
ンを明確に示し執行担当部局と共有化を図る。
　その一方で、施策実行を担う執行担当部局の独自性や自立性を確保するため、庁内分権を進め、枠配分予
算制度などの予算編成と執行の権限の移譲や部レベルでの人事配置の導入などの人事（定数配置）に関する
権限の一部移譲を行い、経営層の示す方針を具体化するための推進体制を併せて整備する必要がある。

⑤事業執行プログラムの構築
　経営層の示す全庁的な経営方針やビジョンを対話により執行担当部局が共有し、住民の要望や期待に応え
る施策や事業として具体的に展開していく。その際、戦略や計画づくりなどの企画・立案段階から提供する
サービスの主体やコスト、効率性の観点、さらには目標達成のための管理の仕組み、必要とする人材育成と
確保など、施策や事業の立案・企画から具体的な事業実施やサービスの提供までを含めた一連の行政活動に
かかわる業務管理のプロセスを明確にする必要がある。

⑥行財政評価システムの確立
　このような活動を通して提供したサービスの評価軸を、市民満足度などの市民志向の観点や個々の業務フ
ローによるコストの構造化の観点から設定する必要がある。
　また、評価の透明性を確保するため、市民参加による第三者評価機関の設置など、市民側からも評価可能
な仕組みを確立し、経営資源の適正な配分や業務改善を進めていく必要がある。

⑦協働のツールとして情報の共有化（IT の活用等）
　また、これらの一連の行政経営活動だけでなく、市民協働や地域協働などを進めていくための重要なツー
ルとして IT の活用などによる情報の共有化が重要である。
　浦安市では電子自治体の構築をめざして電子申請システムの導入や統合型地理情報システムの確立など
に、他に先駆けて取り組んできたが、今後も業務の電子化の推進に取り組むとともに、IT の活用により地
域との情報共有やコミュニケーションの活発化を図り、これまでのように行政からの情報提供というだけで
なく、市民が積極的に行財政経営や地域協働に参画できる協働の形を実現していく必要がある。

行財政経営システムを構築するための視点

　行財政経営システムを確立していくための基盤となる基本的な考えや視点として、以下のような点が

考えられます。
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行財政経営システムを構築

基本事項

① 市民に信頼される行財政経営
② 行政の目的と役割の明確化
③ PDCA サイクルと協働

市民・地域と協働で築く
新しい公共の創造

④トップマネジメントの強化

　市長、経営会議、政策推進会議
　・�中長期の財政見通し・戦略・方針の策定
　・庁内分権による推進体制の整備
　�（枠配分予算制度の導入など自立した組織

経営の支援）

⑦協働のツールとして情報の共有化（ＩＴの活用等）

⑤事業執行プログラムの構築

⑥行財政評価システムの確立

　目標達成の測定
　内部評価・外部評価

計画立案・事業検討

サービス供給

戦略
・
方針

目標
設定

サービス供給にあたっての視点

・適正な供給主体の選択
・コスト分析と効率性の追求

・事業仕分け
・人財の育成と確保

市民との協働

中間支援組織の
充実・強化

協働事業の
枠組みづくり

地域協働
（エリアマネジメントの展開）

地域の様々な主体の
連携・協働による
地域づくりの推進

市民ニーズ・意向

市
民
指
向
の
行
政
経
営

浦
安
行
政
へ
の
信
頼
・
要
望
・
ニ
ー
ズ

市民の期待・信頼

【浦安自治体経営の概念】
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　浦安市が、東京湾岸ゾーンにおける魅力と活力にあふれた都市として発展していくためには、それぞ

れの地域の特色を活かしたまちづくりを進め、地域の魅力を高めていく必要があります。

　そのため、地域の持つ役割や機能を有機的に結びつけ、都市全体としての価値を高めていく都市構成

の基本方針を示します。

（１）都市としての特性　

　二度にわたる公有水面埋立事業とそれに続く住宅開発やテーマパーク開発により発展してきた浦安市

には、都市の形成過程から都市構成を方向づける大きな特徴があります。

　

【3 つの住宅地と２つの特徴ある産業】

　浦安市の住宅地は、埋立以前からの既成市街地である「元町地域」と、埋立地に計画的に開発された「中

町地域」と「新町地域」の３つの地域で構成されています。これにテーマパークとその関連機能が集積

する「アーバンリゾートゾーン」と、鉄鋼流通を核とした流通・加工・業務機能が集積する「工業ゾー

ン」を加えた５区分が都市構成の基本となっています。

【計画的に開発された住宅地】

　元町地域の一部に木造家屋が密集する過密市街地を抱える一方で、中町地域と新町地域については、

公有水面埋立事業に伴う土地利用計画に基づき計画的な住宅地開発が進められたことから、良好な市街

地環境が形成されています。

　また、中町地域と新町地域には、大規模な集合住宅団地が多く、まちの特徴のひとつとなっています。

【一定の水準で整備されている道路】

　都市の骨格となる都市計画道路については、公有水面埋立事業とそれに関連する後背地整備の一部と

して整備が進められ、一部未整備の路線はあるものの整備率では 80％を超えています。また、中町地

域や新町地域については、地区内の幹線道路や生活道路も住宅地開発の中で併せて整備されました。

　このため、元町地域の一部や未整備の都市計画道路を残し、道路については概ね一定の水準で整備が

なされている状況です。

【貴重な自然環境である水辺】

　宅地化が進み、市街化調整区域や農地、山林などを持たない浦安市にとって、三方を取り巻く海や河

川といった水辺は、残された貴重な自然環境です。また、元町地域から新町地域まで、地域を横断して

流れる境川などもまちの大きな要素といえます。表情の異なる多様な水辺空間を持つことは、まちの大

きな特徴のひとつといえます。

都市構成の基本方針      2



29

 （2）土地利用の方向

基本的な考え方

　元町地域は、埋立以前からの浦安のまちの面影を今日に伝え、神社や仏閣など他の地域にはないまち

の良さを持つ一方で、住宅と商業や工業が混在する地区や木造家屋が密集する地区を抱え、道路や公園、

公共下水道の整備が十分でないなど、防災機能の向上や生活環境の改善、都市基盤施設の整備が課題と

なっています。

　このため、過密市街地の再整備を進めるなかで、防災機能の向上と居住環境の改善を図るとともに、

歴史や文化など地域の持つ良さを活かしたまちづくりを進め、個性的で魅力的な市街地整備に取り組み

ます。

　住・工混在地区については、地区の環境の変化を適切に捉え、土地利用を的確に誘導するとともに、

必要な都市基盤施設や公共公益施設の充実を図ります。

　また、地域の一部に賃貸住宅や比較的小規模な分譲集合住宅が多い地区もあり、こうした地区や住・

工混在地区については、今後も人口の増加が見込まれることから、将来のまちの活力の維持につながる

よう、地区の住環境の向上に努めます。

取り組みの方向

◦地域や地区の特性を活かしながら、道路や居住環境の改善に取り組む。

◦歴史や文化、境川など地域の持つ魅力を活かしたまちづくりに取り組む。

◦人口の増加が見込まれる地区の住環境の向上に取り組む。

基本的な考え方

　中町地域については、民間開発事業者や住宅・都市整備公団などにより計画的に大規模な住宅地開発

が進められ、良好な市街地環境が形成されました。しかし、開発から 30 年近くが経過し、建物の建て

替え時期を迎え、良好なまち並みにも変化の兆しが見られることや、少子高齢化の進展など人口構成も

変化しつつあります。また、一部の地区については、埋立事業後、比較的緩やかに住宅地化が進んだ地

区もあり、こうした地区では、現在でも人口が増加傾向にあります。

　こうしたことから、今後は、地区の良好な住環境が維持・保全されるよう、現在の土地利用を維持す

るとともに、地域主体のまちづくりを推進する必要があります。

　少子高齢化が進む地区については、将来にわたって地区の活力や魅力が維持されるよう人口の規模や

構成に配慮しながら、住宅を良質な状態で維持していくための取り組みや公共公益施設の規模、配置の

見直しを進めます。

　住宅化の進展により人口が増加傾向にある地区については、良好な住環境の形成に向け、開発が地区

の市街地環境に適合したものとなるよう誘導するとともに、必要な都市基盤施設や公共公益施設の充実

を図ります。

 ① 元町地域

 ② 中町地域
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取り組みの方向

◦�計画的に開発された住宅地の良好な住環境を維持するため、地域の価値や良さを守るための取り組み

を推進する。

◦�二次開発や建物の建て替えなど土地利用の変化や人口構成・世帯構成の変化に対応したまちづくりを

推進する。

◦�人口の増加が見込まれる地区の住環境の向上に取り組む。

基本的な考え方

　新町地域については、関係機関との協議を進めながら、引き続き、計画的な住宅開発と多様な都市機

能の立地を促進するとともに、地域の開発も終盤を迎えていることから、残された道路や公園などの都

市基盤施設の整備を急ぎます。

　また、現在の良好な市街地環境が引き続き維持されるよう、まちの成熟にあわせた地域主体の取り組

みを促進します。

　土地利用計画に位置づけられている行政施設用地を計画的に取得し、地域ニーズに対応した公共公益

施設の計画的な整備を段階的に進めるとともに、地域の特色である水際線や三番瀬を活かしたまちづく

りに取り組みます。

取り組みの方向

◦�土地利用計画や地区計画に沿った計画的なまちづくりを推進するとともに、道路や公園、緑地など、

残された都市基盤施設の整備を急ぐ。

◦�良好な住環境の維持・保全に取り組むとともに、開発の進展や人口の増加に対応した公共公益施設の

整備を推進する。

◦三番瀬や水際線、計画的に配置された公園など、地域の特色を活かしたまちづくりを推進する。

基本的な考え方

　工業ゾーンについては、工場や事業所の操業環境を守るため、特別用途地区や地区計画を定めました。

今後も、現在の土地利用を維持し、周辺住宅地の住環境に配慮しながら、鉄鋼流通を中心とした流通・

加工・業務機能の集積を促進し、本市の特色ある産業として充実・振興します。

　また、市内の他の産業との連携も考慮しながら、将来に向けた新たな産業の振興を図ります。

基本的な考え方

　アーバンリゾートゾーンについては、テーマパークやホテル、複合型商業施設や劇場などが集積した

地域として今後も機能の維持に努めるとともに、より魅力あるゾーンとなるよう、周辺住宅地との調和

を図りながら振興していきます。

 ③ 新町地域

 ④ 工業ゾーン

 ⑤ アーバンリゾートゾーン
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（3）拠点とネットワークの形成

①拠点の形成

　浦安市が、今後も魅力と活力にあふれた都市として発展していくため、浦安、新浦安、舞浜の３駅周

辺を中心とした都市拠点やシビックセンター地区、新町地域の海辺の交歓エリア、海辺の生活文化拠点

について、それぞれの拠点性に沿った多様な都市機能の整備や充実を図ります。

　また、各拠点の連携とバランスのとれた発展を図るため、各拠点を結ぶ交通体系の充実やネットワー

クの形成を図ります。

【都市拠点】

◦�浦安駅周辺地区

　浦安駅周辺地区については、地区の持つまちの良さを活かしながら、地域商業の振興や交通結節機

能の改善・強化を図るとともに、地区に求められる多様な都市機能の導入を進め、市民が誇りを持て

るまちなか拠点となるよう再整備を図ります。

◦�新浦安駅周辺地区

　新浦安駅周辺地区については、大型商業施設や業務ビル、ホテルなどが立地し、拠点としての賑わ

いを形成しています。今後も、現在のまちの賑わいや市民の交流の促進につながるような駅前広場の

整備を図るとともに、駅利用者の増加に対応するため、駅周辺での行政サービス機能の充実や交通機

能の向上、道路環境の改善に取り組みます。

◦�舞浜駅周辺地区

　舞浜駅周辺地区については、テーマパークや複合型商業施設、ホテルなどが集積している駅南側に

ついて、アーバンリゾートゾーンの玄関口としての交通機能の維持や向上に努めます。

　駅北側には隣接して良好な住宅地が立地していることから、市民の生活拠点としての機能の充実を

図るため、駅周辺での市民利便施設や身近な商業施設の充実を図るとともに、公共用地の活用も含め

た北口駅前広場の充実を図ります。

【シビックセンター地区】

　シビックセンター地区については、行政、文化、福祉の拠点として、シビックセンター・コア地区で

の市役所庁舎の建て替えと浦安公園の整備に取り組み、行政機能や防災機能の充実を図るとともに、賑

わいやふれあいのある都市空間として整備を進めます。また、東野地区については、福祉ゾーンとして

の機能の充実を図るとともに、周辺の土地利用の変化や人口の増加に対応した公共公益施設の整備を進

めます。

【海辺の生活文化拠点】

　海辺の生活文化拠点については、大型の商業施設のほか明海大学や日の出公民館が立地し、新町地域

のセンター地区として地域の拠点機能を担っています。今後は、新町地域のセンター地区としての機能

にとどまらず、大学や公民館が立地する地区の特性を活かしながら、生涯学習や市民交流の拠点地区と
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して関連する機能の整備、充実を図ります。

 【海辺の交歓エリア】

　シンボルロード海側先端部に位置する海辺のコアゾーンを核として、日の出地区から高洲地区にかけ

ての水際線では、大規模な公園の整備や多様な機能の集積が進められてきました。今後もさらに地区の

魅力を高める機能の集積を進め、地区の特性や水際線に位置する立地のよさを活かした、人々が海とふ

れあいながら交流を深める空間の創出を図ります。

②ネットワークの形成

【道路・交通ネットワーク】

　それぞれの拠点を結ぶネットワークの強化を図るため、３駅を結ぶ交通機能の充実など、市内の交通

体系の充実に努めます。

　拠点間を安全で円滑に移動できるよう、都市の骨格であるやなぎ通りやシンボルロード、大三角線、

若潮通りなどの拠点を結ぶ主な幹線道路について、自動車交通の円滑化や沿道の良好なまち並みの形成

を含めた魅力ある道路空間の整備に取り組むとともに、バス交通などの交通体系の充実を図ります。

【境川ネットワーク】

　境川は、浦安の発祥であり、まちの発展の礎となった大切な河川であり、元町地域から新町地域ま

で、形成過程の異なる地域を横断して流れる境川は、地域を越えてそこに暮らす人々を結びつける要素

を持っています。そのため、境川を地域の活性化や地域を越えた市民交流を促進していくための軸とし

て位置づけ、市民交流や地域交流の軸にふさわしい境川流域の整備と活用を進めます。

【海面埋立地地区別図】 【埋立事業の経過】

●第１期埋立事業
昭和 37 年　7 月 漁業権一部放棄
　　 38 年　2 月 埋立免許申請
　　 39 年　1 月 埋立免許
　　 40 年　9 月 埋立工事着工 (A・B 地区 )
　　 42 年　8 月 埋立免許変更申請

　　 43 年　5 月
埋立免許変更許可 
埋立工事着工 (C 地区 )
埋立竣工許可 (B 地区、C 地区第 1 工事 )

　　 46 年　5 月 埋立竣工許可 (A 地区 )
　　 50 年 11 月 埋立竣工許可 (C 地区第 2 工事 )
●第 2 期埋立事業
昭和 46 年　7 月 漁業権全面放棄
　　 　　　10 月 埋立免許申請
　　 47 年 11 月 埋立免許 
　　 　　　12 月 埋立工事着工 (D・Ea・Eb・Fa・Fb 地区 )
　　 48 年　1 月 埋立免許変更申請
　　 50 年　2 月 埋立工事着工 (D2・E2 地区 ) 
　　 　　　　9 月 埋立免許変更許可
　　 53 年　8 月 埋立竣工許可 (D・D2 地区 )
　　 54 年　8 月 埋立竣工許可 (Eb・Fa 地区 )
　　 55 年　1 月 埋立竣工許可 (Ea・E2 地区 )
　　 　　　12 月 埋立竣工許可 (Fb 地区 )

第１期埋立地

Ａ地区	 218ha

Ｂ地区	 305ha

Ｃ地区	 350ha

計	 873ha

第 2 期埋立地

Ｄ地区	 242ha

Ｅ地区	 221ha

Ｆ地区	 100ha

計	 563ha

第 1 期埋立地

第 2 期埋立地
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【都市構成の基本方針】

道路・交通ネットワーク

境川ネットワーク

新町地域

中町地域元町地域

工業ゾーン

アーバンリゾート
ゾーン

シビック
センター地区

海辺の
生活文化拠点

海辺の
交歓エリア

新浦安駅
周辺地区

舞浜駅
周辺地区

浦安駅
周辺地区

浦安
駅

新
浦
安
駅

舞浜駅



浦安のまちづくりを背景とした時代認識

・ �現在のまちのよさを守りながら、まちを維持・活
用する。

・ �まちづくりの担い手としてまちを使いこなす。
・ �住民が主体となって地域の価値や良さを創出し活

かす。
・ 浦安の資源を活用して個性と価値をみがく。

・ �新たな地域産業の振興・育成を行う。
・ �行財政改革の一層の推進などトータルな自治

体経営を推進する基礎をつくる。

・ 市民同士及び市民と行政相互の信頼感と連帯感に支えられたまち
・ 市民が自ら社会のために貢献することに生きがいを感じるまち
・ 自主的な行動が活かされ創造性を発揮できるまち
・ �これまで創り上げられてきたまちの資源を市民自らが使いこなして新しい地域価値が創られ、

市民が世界に誇れる、豊かな将来展望を持って後世に引き継がれるまち

1　物づくりから「人」づくり（物づくりから人材育成へ）
2　豊かな「地域」づくり（人が連帯する地域へ）
3　次世代に引き継ぐ個性ある「浦安」づくり（浦安の強みを活かす）
4　持続的発展が可能な自治体経営の仕組みづくり（行財政運営から自治体経営へ）

『住みやすいまち』から『住みがいのあるまち』を目指す時代

市民がまちをつくり育む時代 持続的発展ができる自治体経営の
基礎をつくる時代

34

総合的に進めるリーディングプラン

　基本構想の描くまちづくりの基本目標「人が輝き躍動するまち・浦安」を確実に実現するためには、

基本計画の諸施策を効率的・効果的に連携させ、長期にわたり総合的な取り組みを展開していく必要が

あります。そのためには、各種の施策や事業の優先度を見極め重点的に取り組むべき課題を選定するこ

とが重要です。

　第２期基本計画では、第１期基本計画で掲げた重点プランの成果を検証しつつ、新たな時代潮流や都

市像実現に向けた施策展開を踏まえるとともに、『住みやすいまち』から『住みがいのあるまち』を目

指す時代、市民がまちをつくり育む時代、そしてこれからも持続的発展ができる自治体経営の基礎をつ

くる時代、といった浦安市のこれまでのまちづくりを背景とした時代認識を起点に施策の重点化を図り、

この視点から先導的・主導的な役割を果たす施策をリーディングプランとして位置づけ、総合的な取り

組みを展開していきます。

　また、リーディングプランに関連する施策のうち、実施計画として展開していく計画事業のうち主要

な計画事業をプロジェクトとしてまとめ、リーディングプランを着実に実行していきます。

　リーディングプランの推進にあたっては、横断的な行政組織体制を構築するとともに、優先的に経営

資源の配分を図ります。

第5章

【施策重点化の視点】

施策重点化の視点 1

施策重点化の視点



◆�長期的視点に
立った産業の
育成

◆�産業と生活と
のバランスの
とれた都市づ
くり

まちづくりの
基本理念

人間尊重のまちづ
くり

市民と行政が協働
するまちづくり

地域の個性を育む
まちづくり

時代認識

『住みやすいまち』
から『住みがいの
あるまち』を目指
す時代

市民がまちをつく
り育む時代

持続的発展ができ
る自治体経営の基
礎つくる時代

◆�小さな単位を
活かした個性
ある地域づく
り

◆�まちづくりに
合わせた道路
交通環境の改
善

◆�地域特性に対
応した安全･
安心な環境づ
くり

◆�地球・生活環
境 保 全 へ の
行動実践

◆�水 辺 と 緑 を
取 り 込 ん だ
う る お い の
あ る 生 活 環
境づくり

◆�人 権 尊 重 と
平和の希求

◆�育 て 合 う 学
び 合 う 総 合
的 な 環 境 づ
くり

◆�市民交流・市
民 活 動 の 促
進

◆�こどもたちを
安心して大切
に育んでいく
ことができる
まちづくり

◆�住み慣れた地
域で安心して
暮らし続ける
ことができる
まちづくり

都市像5

多様な機能が
生み出す

魅力あふれる

産業都市

都市像4

利便の高い
暮らしを支える

安全都市

都市像3

水と緑に
囲まれた

快適環境都市

都市像2

創造と交流で
築く

市民文化都市�

都市像１

生き生きと
暮らせる

心のかよう

健康福祉都市

まちづくりの基本目標　〜人が輝き躍動するまち・浦安〜
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【第2期基本計画における施策や事業の重点化とリーディングプラン】

施策重点化の視点

（1）�次代を担う浦安こども未来プラン
・ �次世代を担うこどもたちを‘すこやか’に育成する

①浦安子育て支援プロジェクト
　〜こどもたちの輝く未来のために〜

リーディングプラン

（2）�交流とやすらぎにあふれる地域
づくりプラン　

・ �市民相互、世代間の交流を通じて個性がひかる
のびやかなまちをつくる

・ �やすらぎと安心を感じるまちをつくる

（3）�まちに誇りと愛着を感じる浦安
づくりプラン　

・ �次世代のために環境にやさしいまちをつくる
・ �浦安の‘資源’を活かし、まちの魅力を高める

（4）�未来につながる自治体経営プラン
・ ‘しなやかな’市政運営を行う
・ �一人ひとりが‘活躍’し、地域と行政との‘協働’

によるまちづくりを行う
・ 長期的視点に立った財政管理と財源確保を行う

物づくりから
「人」づくり

豊かな「地域」
づくり

次世代に引き
継ぐ個性ある
「浦安」づくり

持続的発展が
可能な自治体
経営の仕組み
づくり

プロジェクト

②市民とつくる学校プロジェクト
　〜確かな学力と豊かな人間性のために〜

③市民交流推進プロジェクト
〜元気で生き生きとした地域を育むために〜

④�安全・安心のまちづくりプロジェクト
　〜やすらぎのある暮らしのために〜

⑤環境保全プロジェクト
〜限りある地球資源・地球環境を守るために〜

⑥�水と緑のネットワーク形成プロ
ジェクト　

〜豊かな生活環境を次世代に引き継ぐために〜

⑦地域まちづくりプロジェクト
〜地域の個性を活かしたまちづくりのために〜

⑧�自治体経営システム構築プロ
ジェクト　〜公民協働による“浦安
型”システムの構築に向けて〜

浦
安
市
基
本
構
想

第 2 期基本計画の施策展開
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（１）次代を担う浦安こども未来プラン

次代を担う浦安こども未来プランとは……

　浦安の将来、日本の未来を託していくこどもたちは、家族だけでなく、地域にとっても、

社会にとっても、大切な存在です。

　次世代を担う大切なこどもたちを、地域・社会全体で大切に守り育み、個性豊かに社

会へ飛びたっていける環境づくりをリーディングプランとして推進していきます。

プランを推進するためのプロジェクト（第１次実施計画で実施する主な事業）

①浦安子育て支援プロジェクト　〜こどもたちの輝く未来のために〜

関連施策 計画事業名

都市像 1 − 1 − 1）

安心して産み育てられる環境をつくる
子育て総合窓口の開設、子育て支援ケアプラン事業、保育園
整備事業、児童育成クラブガイドラインの策定

都市像 1 − 1 − 2）

地域ぐるみで子育てを支援する
子育て支援パスポート事業

都市像 1 − 2 − 1）

こどもの健やかな成長を支える
こども医療費助成事業

②市民とつくる学校プロジェクト　〜確かな学力と豊かな人間性のために〜

関連施策 計画事業名

都市像 2 − 2 − 1）

地域とともにこどもを育てる学校をつくる
中学校区学校支援協議会設置事業
学校支援コーディネーター配置事業

都市像 2 − 2 − 2）

一人ひとりの個性が輝く学校をつくる
理科支援ティーチャー配置事業、キャリア教育の推進、
特別支援学級整備事業、学校種間連携教育推進事業

都市像 2 − 2 − 3）

信頼される学校をつくる
学校評価推進事業

都市像 2 − 2 − 4）

教育環境が整った学校をつくる
( 仮称 ) 東野小学校建設事業、学校適正化推進事業
学校選択制推進事業

リーディングプランの構成     2
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（2）交流とやすらぎにあふれる地域づくりプラン

交流とやすらぎにあふれる地域づくりプランとは……

　人が長く同じ地で暮らしていくためには、人と人とのふれあいやつながりの中で、

やすらぎを感じながら暮らしていけることが必要です。

　暮らしの中の安全・安心を支えつつ、住民相互や世代間、地域間の交流など様々な

交流を通じて地域に活力をあたえるまちづくりを、リーディングプランとして推進し

ていきます。

プランを推進するためのプロジェクト（第１次実施計画で実施する主な事業）

③市民交流推進プロジェクト　〜元気で生き生きとした地域を育むために〜

関連施策 計画事業名

都市像 1 − 3 − 2）

地域で活躍できる環境をつくる
老人福祉センター整備事業
地域活動支援センター（Ⅰ型）整備事業

都市像 1 − 4 − 2）

ともに生きるまちをつくる
障がい者就労支援センター整備事業
障がい者等就労支援施設整備事業

都市像 2 − 3 − 2）

日頃からスポーツを楽しめる環境を整える
生涯健康スポーツ都市宣言
運動公園スポーツ施設整備事業

都市像 2 − 4 − 2）

多様な市民との交流を促進し、地域力の向上
を図る

（仮称）市民交流の仕組みづくり

④安全・安心のまちづくりプロジェクト　〜やすらぎのある暮らしのために〜

関連施策 計画事業名

都市像 1 − 4 − 1）

安心して暮らせる体制をつくる
後期高齢者支援事業、夜間安心訪問ヘルプサービス事業
浦安市川市民病院の再整備

都市像 4 − 6 − 2）

防犯活動を推進する
市内見守り隊活動推進事業、移動防犯事業

都市像 4 − 7 − 1）

地域主体の震災対策に取り組む
防災条例制定事業、木造建築物耐震改修促進事業
マンション耐震改修促進事業



38

（3）まちに誇りと愛着を感じる浦安づくりプラン

まちに誇りと愛着を感じる浦安づくりプランとは……

　市民であることに誇りを感じ、愛着を感じるまちであるために、浦安の ‘個性’、‘資源’

を活かし、次世代へ引き継いでいくことが必要です。

　また、次世代へ引き継いでいく地球環境の保全は、将来の問題ではなく、いま目の前

にある問題です。一人ひとりが向き合い、行動に移していくべき急務であるといえます。

　次世代のための浦安づくりをリーディングプランとして推進していきます。

プランを推進するためのプロジェクト（第１次実施計画で実施する主な事業）

⑤環境保全プロジェクト　〜限りある地球資源・地球環境を守るために〜

関連施策 計画事業名

都市像 3 − 1 − 1）

協働による環境保全行動を進める
市民環境保全行動推進事業

都市像 3 − 1 − 2）

環境を大切にする人づくりを進める
浦安市環境学習基本方針策定事業

都市像 3 − 1 − 3）

資源・エネルギーの有効利用など地球温暖化対
策を進める

地球温暖化対策推進啓発事業
総合体育館 ESCO 事業

⑥水と緑のネットワーク形成プロジェクト　〜豊かな生活環境を次世代に引き継ぐために〜

関連施策 計画事業名

都市像 3 − 3 − 1）

海辺、河川を活かした水と緑の環境を創造する
（仮称）水際線整備の基本計画策定事業
境川水辺空間整備事業

都市像 3 − 3 − 2）

三番瀬の保全と活用を進める
三番瀬環境学習施設整備事業
三番瀬の保全・活用に関する検討事業

都市像 3 − 4 − 3）

次世代に向かって浦安の緑を育てる
市民等との協働による緑化推進事業
緑の会議の設置・運営事業

⑦地域まちづくりプロジェクト　〜地域の個性を活かしたまちづくりのために〜

関連施策 計画事業名

都市像 3 − 5 − 2）

協働で景観の維持・創出に取り組む
協働による景観まちづくり事業

都市像 4 − 1 − 2）

地域主体のまちづくりに取り組む
良好なまちづくり支援事業

都市像 4 − 2 − 1）

元町らしさを活かした再整備を推進する
新橋周辺公園拠点整備事業
仮称新中通り線周辺市街地整備事業

都市像 5 − 2 − 1）

地域の資源を活かした都市観光を振興する
観光振興計画実施事業

都市像 5 − 3 − 1）

駅周辺地区の整備に取り組む
浦安駅周辺地区再整備事業
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（4）未来につながる自治体経営プラン

未来につながる自治体経営プランとは……

　これからのまちづくりには、行政のみならず、地域のＮＰＯ、ボランティア、企業な

ど、多様な主体がそれぞれの持つ長所を活かし、ともにまちづくりの役割を担うことが

必要です。

　そのための人づくりや組織づくりを推進していきます。

　また、長期的な視点に立った ‘しなやか’ な市政運営やそれを支える新たな財源の確

保と適切な財政管理を基礎に、市民と行政が相互に信頼感や連帯感を持って自治体を経

営していく体制づくり、そして、市民と行政の協働によるまちづくりをリーディングプ

ランとして推進していきます。

プランを推進するためのプロジェクト（第１次実施計画で実施する主な事業）

⑧自治体経営システム構築プロジェクト　〜公民協働による“浦安型”システムの構築に向けて〜

関連施策 計画事業名

都市像 2 − 3 − 1）

いつでも学習できる機会の充実を図る
（仮称）うらやす市民大学設置事業
高洲地区公民館複合施設整備事業

都市像 2 − 5 − 2）

市民活動を促進する
シニア世代地域活動モデル事業

都市像 5 − 1 − 1）

長期的視点に立った地域産業を振興する
産業振興ビジョンの改訂

自治体経営編 1 − 1）

自治の基本原則と協働の体制を明確にする

浦安型行政経営システムの構築
自治の基本原則のあり方の検討
第 3 次行政改革推進計画策定事業

自治体経営編 2 − 1）

協働事業を推進する

市民参加推進基本計画の策定
協働事業を推進するための体制づくり
アウトソーシングの基本方針策定
協働事業モデル提案制度の創設
公民協働化テスト導入事業の創設

自治体経営編 3 − 1）

広聴広報機能の充実を図る

インターネットを活用した市民意識調査事業
市民ニーズ分析システム構築事業
公式ホームページリニューアル事業
こども版広報うらやすの発行

自治体経営編 3 − 2）

行政評価システムを確立する
行政評価システムの確立
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計画期間中の財政見通し 

　この計画期間中の財政見通し（以下「長期財政収支の見通し」という。）は、第２期基本計画策定時

の税財政制度を前提として、第２期基本計画全体及び、第１次実施計画の着実な推進を、財政収支の面

から確認・検証するとともに、10 年後の本市の将来を念頭に、健全な財政運営を維持していくことを

目的として、基本計画期間における財政収支の見通しを試算したものです。

第6章 普通会計
平成 20 年度〜 29 年度

（1）推計の考え方

　長期財政収支の見通しの検討にあたって、第２期基本計画の計画期間（平成 20 〜 29 年度）におい

て、第１次実施計画に示した４ヵ年の計画期間（平成 20 〜 23 年度）の財政収支を基本にして、平成

24 年度以降においては、実施を予定している主要な事業により計画期間中の財政収支を試算しました。

　なお、今回の試算においては、平成８年度から平成 18 年度までの各年度における地方財政状況調査

の決算額とその間の人口推移などとの相関関係を考慮しながら、マクロ的に試算し、決算ベースで作成

しました。

（2）歳入及び歳出見込みの考え方（前提条件）

【歳入】

1. 一般財源

（1）市税

　現状の税制度を前提として、過去の決算の実績額の推移と、人口やＧＤＰの推移（実質経済成長率）

との相関関係を踏まえて推計した。

（2）譲与税・交付金

　地方譲与税、利子割交付金、配当割交付金、株式等譲渡所得割交付金、地方消費税交付金、地方特例

交付金などについて過去の決算の実績額の推移と、人口やＧＤＰの推移（実質経済成長率）との相関関

係を踏まえて推計した。

（3）その他

　財産収入、諸収入、繰越金などについて、過去の決算の実績額の推移と、人口やＧＤＰの推移（実質

経済成長率）との相関関係を踏まえて推計した。

長期財政収支の見通し2

基本的な考え方1
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(4）財政調整基金繰入金

　財政調整基金からの繰入金。

2. 特定財源

(1）国・県支出金

国庫支出金・県支出金については、経常的に収入されると見込まれる額を過去の決算の実績額の推移を

踏まえて推計した。

(2）その他

　使用料・手数料、分担金・負担金などについて、過去の決算の実績額の推移を踏まえて推計した。

3. 計画事業財源

　計画事業に充当される国・県支出金、市債、基金からの繰入金などについて、現行制度に基づき推計

した。

【歳出】

1. 義務的経費

（1）人件費

　現状の給与制度及び職員数を前提として過去の決算の実績額の推移と将来人口の推移との相関関係を

踏まえるとともに、定員適正化計画の職員数の内容をもとに推計した。

（2）扶助費

　過去の決算の実績額の推移と将来人口の年齢構成などとの相関関係を踏まえて推計した。

（3）公債費

　借入残高の償還計画に、新たな借入れ予定額にかかわる償還額を加えて推計した。

2. 投資的経費

　小・中学校などの施設購入（立替施行・ＰＦＩなど）、各種公共施設や道路、公園などの改修工事など、

計画事業以外の投資的経費について、過去の実績などから推計した。

3. その他

　物件費、維持補修費、補助費などの経費について、過去の決算の実績額の推移と、人口やＧＤＰの推

移（実質経済成長率）との相関関係を踏まえて推計した。

4. 計画事業費

（1）投資的経費

　実施計画事業や計画期間内に予定する建設事業費などの投資的経費を推計した。

（2）その他

　実施計画事業や計画期間内に予定する建設事業費などの投資的経費以外の経費を推計した。
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（3）基本計画期間中の財政収支の見通し（普通会計）

区　　分

第１次実施計画期間（平成 20 年度〜平成 23 年度）

平成 20 年度 平成 21 年度 平成 22 年度 平成 23 年度 ４か年累計

金　額 金　額 金　額 金　額 金　額

　　歳　　入 57,421 67,145 64,820 67,142 256,528

一般財源 46,964 51,626 50,024 51,807 200,421

内
訳市税 39,056 39,984 41,268 42,190 162,498

譲与税・交付金 3,349 3,564 3,842 3,844 14,599

その他 2,359 3,578 3,714 3,773 13,424

財政調整基金繰入金 2,200 4,500 1,200 2,000 9,900

特定財源 6,522 6,863 7,095 6,695 27,175

内
訳

国・県支出金 3,590 3,806 3,977 4,050 15,423

市債 335 − − − 335

その他 2,597 3,057 3,118 2,645 11,417

計画事業特定財源 3,935 8,656 7,701 8,640 28,932

内
訳

国・県支出金 411 2,082 1,032 676 4,201

市債 1,897 6,165 3,445 3,418 14,925

その他 1,627 409 3,224 4,546 9,806

合　　計

金　額

620,221

505,122

418,075

37,666

36,191

13,190

67,569

39,889

335

27,345

47,530

7,189

27,410

12,931

平成 24 年度〜

29 年度累計

金　額

363,693

304,701

255,577

23,067

22,767

3,290

40,394

24,466

−

15,928

18,598

2,988

12,485

3,125

610,537

218,368

121,583

60,173

36,612

20,990

275,144

96,035

70,956

25,079

357,635

133,488

73,263

40,707

19,518

12,000

174,974

37,173

28,991

8,182

　　歳　　出 56,325 66,781 63,723 66,073 252,902

義務的経費 21,381 20,882 21,179 21,438 84,880

内
訳

人件費 12,228 12,059 12,056 11,977 48,320

扶助費 4,391 4,641 5,075 5,359 19,466

公債費 4,762 4,182 4,048 4,102 17,094

投資的経費 2,090 2,000 2,400 2,500 8,990

その他経費 22,844 24,772 26,027 26,527 100,170

計画事業費 10,010 19,127 14,117 15,608 58,862

内
訳

投資的経費 6,706 13,680 10,375 11,204 41,965

その他経費 3,304 5,447 3,742 4,404 16,897

　　歳入歳出差引 1,096 364 1,097 1,069 3,626 6,058 9,684

〈注 1〉	 決算見込額（決算ベース）で作成。なお、H24 年度以降の計画事業については、予定している主要な事業による。

〈注 2〉	 歳入歳出決算見込額の試算にあたっては、過去の決算の実績額の推移と人口やＧＤＰの推移（実質経済成長率）との相関関係を踏まえて試算。

〈注 3〉	 庁舎建設基金から、H21 年度 4 億円、H22 年度 32 億円、H23 年度 44 億円を繰入。（「計画事業特定財源」に含む。）

〈注 4〉	 墓地公園事業基金から、H20 年度、H23 年度〜 H26 年度に、合計で 5 億 6,970 万円を繰入。（「計画事業特定財源」に含む。）

〈注 5〉	 公共施設修繕基金から、H21 年度と H22 年度において、各 5 億円を繰入。（「特定財源」に含む。）

単位：百万円
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（4）基本計画期間中の財政指数の見通し

財政指数 第１次実施計画期間（平成 20 年度〜平成 23 年度）

平成 20 年度 平成 21 年度 平成 22 年度 平成 23 年度

実質赤字比率 − − − −

連結実質赤字比率 − − − −

実質公債費比率 9.2 8.4 7.5 6.8

公債費比率 8.7 7.1 6.6 6.6

起債制限比率 10.6 9.8 8.8 8.1

経常収支比率 79.6 79.9 80.2 79.8

平成 26 年度

−

−

5.7

5.0

6.9

79.7

平成 29 年度

−

−

3,5

3,3

4.7

79.2

財政調整基金残高 14,958 11,043 10,117 8,702

地方債年度末残高 26,824 29,368 29,325 29,190

7,588 9,003

22,632 19,166

〈注 1〉	 「（3）基本計画期間中の財政収支の見通し（普通会計）」をもとに推計。

〈注 2〉	 「実質赤字比率」と「連結実質赤字比率」は黒字の場合「−」。

①　「実質赤字比率」は普通会計を対象した実質赤字の標準財政規模に対する比率を、「連結実質赤字比率」は全会計を対象
とした実質赤字の標準財政規模に対する比率です。市町村は、「実質赤字比率」で 20％、「連結実質赤字比率」で 30％
が財政再建基準となります。

　　本長期財政収支の見通しにおいては、赤字額（繰上充用額・支払繰延額・事業繰越額）がゼロのため数値がないものです。
②　「実質公債費比率」は公債費等の財政負担の程度を客観的に示す指標として、公債費や公債費に準ずるものを含めた実質

的な公債費に費やした一般財源の額が標準財政規模に占める割合です。当該数値が 18％以上となると地方債の発行に
際し許可制となり、さらに 25％以上となると一部の地方債の発行が制限され、35％が財政再建基準となります。

　　本長期財政収支の見通しにおいては、過去に借り入れた市債の償還の終了による公債費の減少に伴い、緩やかに下降し
ていく見込みです。

③　「公債費比率」及び「起債制限比率」は公債費の一般財源に占める割合をいいます。「公債費比率」は一般に 10％以下
が健全性の目安とされています。また、「起債制限比率」は過去 3 ヵ年度間の平均が 20% 以上になると一部の地方債
の発行が制限されます。

　　本長期財政収支の見通しにおいては、「実質公債費比率」と同様に、過去に借り入れた市債の償還の終了による公債費の
減少に伴い、緩やかに下降していく見込みです。

④　「経常収支比率」は地方公共団体の財政構造の弾力性を判断するための指標で、人件費、扶助費、公債費のように毎年度
経常的に支出される経費（経常的経費）に充当された一般財源の額が、地方税などの経常的に収入される一般財源（経
常一般財源）の合計額に占める割合です。

　　本長期財政収支の見通しにおいては、計画全期間を通して、約 80％で推移していく見込みです。
⑤　「財政調整基金残高」は財政調整基金繰入金として取り崩すことにより平成 25 年度まで減少しますが、その後増加傾向

で推移し、平成 29 年度において約 90 億円の残高を確保する見込みです。
⑥　「地方債年度末残高」は計画期間中においても新たな借入を想定していますが、過去に借り入れた市債の償還の終了によ

る公債費の減少に伴い、緩やかに減少していく見込みです。

単位：％、百万円
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　計画事業費に充当する財源については、現行制度に基づき推計した国・県支出金、市債などの計画事

業特定財源と以下の計画事業費充当可能一般財源及び財政調整基金などの基金からの繰入金を財源とし

ます。

　なお、本長期財政収支の見通しでは、決算ベースで推計していることから、計画期間各年度において

歳入歳出差引額（実質収支）を見込んでおりますが、このうちの約２分の１の金額については、剰余金

の処分として財政調整基金に積み立てるものです。

（１）計画事業費充当可能一般財源

　平成 20 年度から平成 29 年度までの基本計画期間内で、基本計画に掲げた主要な計画事業に充当可

能な一般財源（各年度の経常的な歳入から経常的な歳出を差し引いたもの）の総額を、計画事業費充当

可能一般財源として、約 450 億円を見込みました。

○計画事業費充当可能一般財源の推計

（2）基金繰入金

　本市は、平成 19 年度末現在で財政調整基金として約 166 億円、墓地公園事業基金として約６億円

を積み立てています。また、庁舎建設基金については、平成 23 年度までに約 80 億円を積み立てる見

込みです。

　本長期財政収支の見通しでは、財政調整基金については、約 132 億円を取り崩します。また、墓地

公園事業基金については、約５億７千万円を取り崩し、墓所整備などの工事費に、庁舎建設基金につい

ては、平成 21 〜 23 年度に分けて全額を取り崩し、新庁舎建設のための設計費及び建設費に充当する

こととしました。

　なお、財政調整基金については、各年度の歳入歳出差引額による剰余金などの積み立てにより、平成

29 年度末残高においては約 90 億円となる見込みです。

　この約 90 億円については、平成 30 年度以降の次の 10 年間の計画事業費財源の一部として、また、

健全な行財政を維持していくための財源の一部として確保するものです。

年　度
第 1 次実施計画期間

24 〜 29 年度 合　計
平成 20 年度 平成 21 年度 平成 22 年度 平成 23 年度

計画事業費充当
可能一般財源

4,971 6,335 6,313 6,037 21,343 44,999

単位：百万円

計画事業費充当財源3
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　第２期基本計画で取り組む主要な施設整備などの計画事業費は総額 960 億円となり、都市像別の事

業費は以下のとおりです。

都　市　像 事 業 費
第 1 次実施
計画事業費

24 年 度 以
降の事業費

主 要 な 施 設 整 備

生き生きと暮らせる心のか
よう健康福祉都市

20,763 16,118 4,645

・浦安・市川市民病院の再整備
・保育園整備の推進（新町、元町）
・�障がい者等の就労支援施設の整備

等

創造と文化で築く市民文化
都市

34,657 14,641 20,016

・�小・中学校の新設及び大規模改修
の推進

・（仮称）教育研究センターの整備
・生涯学習施設の整備
・運動公園スポーツ施設の整備等

水と緑に囲まれた快適環境
都市

4,956 2,112 2,844
・近隣公園の整備
・浦安公園の整備
・環境学習施設の整備等

利便の高い暮らしを支える
安全都市

20,963 12,894 8,069

・�仮称新中通り線周辺市街地整備の
推進

・雨水排水施設の整備
・消防出張所の整備
・地域防災無線の充実等

多様な機能が生み出す魅力
あふれる産業都市

14,190 12,591 1,599 ・シビックセンター地区の整備推進

計画実現のために 506 506 0

計画事業費合計 96,035 58,862 37,173

（単位：百万円）

主要課題に対する計画事業費の配分4
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